国家は何をしなければならないか―公共財を問い直す
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一、はじめに
　小泉内閣の規制緩和政策の集大成である郵政民営化をきっかけに、私たちはこれまで国が行ってきたサービスが市場に任される現状に疑問を抱きました。

　郵政民営化では郵政四事業（郵便事業、郵便局、郵便貯金、生命保険）が民営化されました。この中でも郵便事業は、例えば裁判所に書類を送るといった個人の権利保障を実現するために必要不可欠なサービスで、全国民が公平かつ安定的に利用できるもの（ユニバーサルサービス）でなければなりません。このような性質をもつサービスは一般的には国に任せるべきものと考えられてきました。

民営化するにあたり、ユニバーサルサービス機能の維持は郵便局株式会社法第五条（「会社は、総務省令で定めるところにより、あまねく全国で利用されることを旨として郵便局を設置しなければならない」）に規定されましたが、本条文がどれだけ機能するかは総務省令に依存しています。現に、採算性の低い僻地では、郵便局の職員は減らされ、配達業務を停止したり（配達員が他の郵便局から来るのを待つ）、個人や農漁協が請け負う簡易郵便局（全国で約４３００局あり、郵便局全体の２割弱を占める。多くは過疎地にある）が担い手の高齢化により契約を打ち切り、４１７局が一時閉鎖の状態にある、という状況があります。

　国が提供すべきサービスとは何か―この疑問から出発し、国家がしなければならないことについて皆さんと考えていきたいと思います。
二、国が提供すべきサービスとは

国が提供すべきサービスか否かを経済学では公共財という言葉を使って説明しています。公共財という語は、①非競合性、②非排除性を有しているものと定義されています。（狭義）

1 非競合性･･･消費者が増加しても同時に利益享受できる性質

2 非排除性･･･財の対価を支払わない者を利益享受から排除できない性質

例えば、パンは食べてしまえば他の人はそれを食べることは出来ないし（競合性）、パンを食べようとすればパンを買わなければ食べることが出来ません（排除性）。

それに対して、国防はある人が享受しているから他の人は享受できないという性質ではないし（非競合性）、ある人は守るが他の人は守らないということは困難です（非排除性）。

以上は狭義の意味での公共財であり、このように①非競合性、②非排除性の両方を併せ持つものは純粋公共財とも呼ばれます。

また、広義の意味での公共財には、非競合性は持つが排除は可能であるクラブ財と競合的だが非排除性は持つコモンプール財という二種類も含まれます。この二種類をあわせて準公共財といいます。

三、考えてきてほしいこと
1、国家は国民にサービスを提供すべきでしょうか。

2、もしすべきならば、国が提供しなければならない種類のサービスとは何でしょうか。

3、もし、それらの目的が市場で達成できるとしたら、市場に任せていいのでしょうか？

4、市場に任せてもいい性質のものだとしても、国がサービスを提供しなければならないとしたら、その根拠は何でしょうか？

5、全ての国民に公平かつ安定的に利用できるようにそのようなサービスを提供されなければならないでしょうか。

6，国民は国に対してそのようなサービスを求めることはできるでしょうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上。
